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【手続補正書】
【提出日】平成30年1月10日(2018.1.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両に設けられる自動列車運転装置であって、
　停止限界位置に前記車両が接近したことの通知を外部装置より受けた場合であって、前
記車両の速度と前記速度となった時に回生ブレーキの最大ブレーキ力で減速する制御を行
った場合の単位時間当たりに減少する速度との関係を示すブレーキ力特性において回生ブ
レーキのブレーキ力特性がブレーキ力特性減少速度以上となることにより減少する前記ブ
レーキ力特性減少速度以上で前記車両が走行している場合において、回生ブレーキのブレ
ーキ力特性を用いて算出した目標速度パターンに基づく前記車両の速度に応じた回生ブレ
ーキのみの制動力を用いて前記車両の速度の減速を制御し、
　前記ブレーキ力特性減少速度以上の速度上限を外部装置から取得し、前記速度上限より
も低い一定速度を示す第一目標速度パターンを算出し、前記速度上限よりも低い停止限界
位置に向けた減速を示す第二目標速度パターンを算出し、
　現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第一目
標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出し、
　前記現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第
二目標速度パターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算出し、
　前記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出し、
　前記第二制御遷移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出し、
　前記第一加速度と前記第二加速度とを比較し、低い方の加速度を前記車両の加速度とす
る速度制御部、
　を備える自動列車運転装置。
【請求項２】
　前記速度制御部は、
　前記車両の加速度と前記車両の質量とに基づいて、実効トルクを算出する、
　請求項１に記載の自動列車運転装置。
【請求項３】
　前記速度制御部は、
　前記加速度がマイナスの加速度である場合には、前記回生ブレーキと前記回生ブレーキ
以外の制動手段のうちの少なくとも一方を用いて前記車両の速度を制御する、
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　請求項２に記載の自動列車運転装置。
【請求項４】
　前記実効トルクと速度変化とに基づいて、走行抵抗を推定する外乱推定部、
　を備える請求項２または請求項３に記載の自動列車運転装置。
【請求項５】
　車両に設けられる自動列車運転装置であって、
　回生ブレーキの減少速度と速度との関係を示すブレーキ力特性を用いて算出した目標速
度パターンに基づく前記車両の速度に応じた回生ブレーキの制動力を用いて前記車両の速
度の減速を制御し、
　ブレーキ力特性減少速度以上の速度上限を外部装置から取得し、前記速度上限よりも低
い一定速度を示す第一目標速度パターンを算出し、前記速度上限よりも低い停止限界位置
に向けた減速を示す第二目標速度パターンを算出し、
　現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第一目
標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出し、
　前記車両の現在時刻と速度とを基準とした所定の目標時刻までの時間以降において前記
車両の速度が前記第二目標速度パターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算
出し、
　前記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出し、
　前記第二制御遷移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出し、
　前記第一加速度と前記第二加速度とを比較し、低い方の加速度を前記車両の加速度とす
る速度制御部を備え、
　前記速度制御部は、
　速度上限を外部装置から取得し、
　前記速度制御部は、
　前記速度上限よりも低い目標速度パターンとして一定速度で走行する第一目標速度パタ
ーンを算出し、前記速度上限よりも低い目標速度パターンとして停止限界位置に向けて減
速走行する第二目標速度パターンを算出し、
　前記速度制御部は、
　現在時刻を基準とした所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第
一目標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出し、
　前記速度制御部は、
　現在時刻を基準とした所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第
二目標速度パターンに一致する次のタイミングの前記車両の第二制御遷移パターンを算出
し、
　前記速度制御部は、
　前記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出し、
　前記第二制御遷移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出し、
　前記速度制御部は、
　前記第一制御遷移パターンと前記第二制御遷移パターンとを比較し、低い方の加速度を
前記車両の加速度とする、
　自動列車運転装置。
【請求項６】
　停止限界位置に車両が接近したことの通知を外部装置より受けた場合であって、前記車
両の速度と前記速度となった時に回生ブレーキの最大ブレーキ力で減速する制御を行った
場合の単位時間当たりに減少する速度との関係を示すブレーキ力特性において回生ブレー
キのブレーキ力特性がブレーキ力特性減少速度以上となることにより減少する前記ブレー
キ力特性減少速度以上で前記車両が走行している場合において、回生ブレーキのブレーキ
力特性を用いて算出した目標速度パターンに基づく前記車両の速度に応じた回生ブレーキ
のみの制動力を用いて前記車両の速度の減速を制御することと、
　前記ブレーキ力特性減少速度以上の速度上限を外部装置から取得し、前記速度上限より
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も低い一定速度を示す第一目標速度パターンを算出し、前記速度上限よりも低い停止限界
位置に向けた減速を示す第二目標速度パターンを算出することと、
　現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第一目
標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出することと、
　現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第二目
標速度パターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算出することと、
　前記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出することと、
　前記第二制御遷移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出することと、
　前記第一加速度と前記第二加速度とを比較し、低い方の加速度を前記車両の加速度とす
ることと、
　を含む自動列車制御方法。
【請求項７】
　コンピュータに、
　停止限界位置に車両が接近したことの通知を外部装置より受けた場合であって、前記車
両の速度と前記速度となった時に回生ブレーキの最大ブレーキ力で減速する制御を行った
場合の単位時間当たりに減少する速度との関係を示すブレーキ力特性において回生ブレー
キのブレーキ力特性がブレーキ力特性減少速度以上となることにより減少する前記ブレー
キ力特性減少速度以上で前記車両が走行している場合において、回生ブレーキのブレーキ
力特性を用いて算出した目標速度パターンに基づく前記車両の速度に応じた回生ブレーキ
のみの制動力を用いて前記車両の速度の減速を制御することと、
　前記ブレーキ力特性減少速度以上の速度上限を外部装置から取得し、前記速度上限より
も低い一定速度を示す第一目標速度パターンを算出し、前記速度上限よりも低い停止限界
位置に向けた減速を示す第二目標速度パターンを算出することと、
　現在時刻を基準とした所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第
一目標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出することと、
　現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第二目
標速度パターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算出することと、
　前記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出することと、
　前記第二制御遷移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出することと、
　前記第一加速度と前記第二加速度とを比較し、低い方の加速度を前記車両の加速度とす
ることと、
　を実行させるプログラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　本発明の第１の態様によれば、自動列車運転装置は、車両に設けられる自動列車運転装
置であって、停止限界位置に前記車両が接近したことの通知を外部装置より受けた場合で
あって、前記車両の速度と前記速度となった時に回生ブレーキの最大ブレーキ力で減速す
る制御を行った場合の単位時間当たりに減少する速度との関係を示すブレーキ力特性にお
いて回生ブレーキのブレーキ力特性がブレーキ力特性減少速度以上となることにより減少
する前記ブレーキ力特性減少速度以上で前記車両が走行している場合において、回生ブレ
ーキのブレーキ力特性を用いて算出した目標速度パターンに基づく前記車両の速度に応じ
た回生ブレーキのみの制動力を用いて前記車両の速度の減速を制御し、前記ブレーキ力特
性減少速度以上の速度上限を外部装置から取得し、前記速度上限よりも低い一定速度を示
す第一目標速度パターンを算出し、前記速度上限よりも低い停止限界位置に向けた減速を
示す第二目標速度パターンを算出し、現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻に
おいて前記車両の速度が前記第一目標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パ
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ターンを算出し、前記現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両
の速度が前記第二目標速度パターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算出し
、前記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出し、前記第二制御遷
移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出し、前記第一加速度と前記第二加速度
とを比較し、低い方の加速度を前記車両の加速度とする速度制御部、を備える。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　本発明の第２の態様によれば、第２の態様の自動列車運転装置において、前記速度制御
部は、前記車両の加速度と前記車両の質量とに基づいて、実効トルクを算出する。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　本発明の第３の態様によれば、第２の態様の自動列車運転装置において、前記速度制御
部は、前記加速度がマイナスの加速度である場合には、前記回生ブレーキと前記回生ブレ
ーキ以外の制動手段のうちの少なくとも一方を用いて前記車両の速度を制御する。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　本発明の第４の態様によれば、第２の態様または第３の態様の自動列車運転装置は、前
記実効トルクと速度変化とに基づいて、走行抵抗を推定する外乱推定部、を備える。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【００１３】
　本発明の第５の態様によれば、自動列車運転装置は、車両に設けられる自動列車運転装
置であって、回生ブレーキの減少速度と速度との関係を示すブレーキ力特性を用いて算出
した目標速度パターンに基づく前記車両の速度に応じた回生ブレーキの制動力を用いて前
記車両の速度の減速を制御し、ブレーキ力特性減少速度以上の速度上限を外部装置から取
得し、前記速度上限よりも低い一定速度を示す第一目標速度パターンを算出し、前記速度
上限よりも低い停止限界位置に向けた減速を示す第二目標速度パターンを算出し、現在時
刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第一目標速度パ
ターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出し、前記車両の現在時刻と速度
とを基準とした所定の目標時刻までの時間以降において前記車両の速度が前記第二目標速
度パターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算出し、前記第一制御遷移パタ
ーンに基づいて前記車両の第一加速度を算出し、前記第二制御遷移パターンに基づいて前
記車両の第二加速度を算出し、前記第一加速度と前記第二加速度とを比較し、低い方の加
速度を前記車両の加速度とする速度制御部を備え、前記速度制御部は、速度上限を外部装
置から取得し、前記速度制御部は、前記速度上限よりも低い目標速度パターンとして一定
速度で走行する第一目標速度パターンを算出し、前記速度上限よりも低い目標速度パター
ンとして停止限界位置に向けて減速走行する第二目標速度パターンを算出し、前記速度制
御部は、現在時刻を基準とした所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が
前記第一目標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出し、前記速
度制御部は、現在時刻を基準とした所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速
度が前記第二目標速度パターンに一致する次のタイミングの前記車両の第二制御遷移パタ
ーンを算出し、前記速度制御部は、前記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一
加速度を算出し、前記第二制御遷移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出し、
前記速度制御部は、前記第一制御遷移パターンと前記第二制御遷移パターンとを比較し、
低い方の加速度を前記車両の加速度とする。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　本発明の第６の態様によれば、自動列車制御方法は、停止限界位置に車両が接近したこ
との通知を外部装置より受けた場合であって、前記車両の速度と前記速度となった時に回
生ブレーキの最大ブレーキ力で減速する制御を行った場合の単位時間当たりに減少する速
度との関係を示すブレーキ力特性において回生ブレーキのブレーキ力特性がブレーキ力特
性減少速度以上となることにより減少する前記ブレーキ力特性減少速度以上で前記車両が
走行している場合において、回生ブレーキのブレーキ力特性を用いて算出した目標速度パ
ターンに基づく前記車両の速度に応じた回生ブレーキのみの制動力を用いて前記車両の速
度の減速を制御することと、前記ブレーキ力特性減少速度以上の速度上限を外部装置から
取得し、前記速度上限よりも低い一定速度を示す第一目標速度パターンを算出し、前記速
度上限よりも低い停止限界位置に向けた減速を示す第二目標速度パターンを算出すること
と、現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第一
目標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出することと、現在時
刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記第二目標速度パ
ターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算出することと、前記第一制御遷移
パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出することと、前記第二制御遷移パターン
に基づいて前記車両の第二加速度を算出することと、前記第一加速度と前記第二加速度と
を比較し、低い方の加速度を前記車両の加速度とすることと、を含む。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　本発明の第７の態様によれば、プログラムは、コンピュータに、停止限界位置に車両が
接近したことの通知を外部装置より受けた場合であって、前記車両の速度と前記速度とな
った時に回生ブレーキの最大ブレーキ力で減速する制御を行った場合の単位時間当たりに
減少する速度との関係を示すブレーキ力特性において回生ブレーキのブレーキ力特性がブ
レーキ力特性減少速度以上となることにより減少する前記ブレーキ力特性減少速度以上で
前記車両が走行している場合において、回生ブレーキのブレーキ力特性を用いて算出した
目標速度パターンに基づく前記車両の速度に応じた回生ブレーキのみの制動力を用いて前
記車両の速度の減速を制御することと、前記ブレーキ力特性減少速度以上の速度上限を外
部装置から取得し、前記速度上限よりも低い一定速度を示す第一目標速度パターンを算出
し、前記速度上限よりも低い停止限界位置に向けた減速を示す第二目標速度パターンを算
出することと、現在時刻を基準とした所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の
速度が前記第一目標速度パターンに一致する前記車両の第一制御遷移パターンを算出する
ことと、現在時刻を基準に所定の時間が経過した目標時刻において前記車両の速度が前記
第二目標速度パターンに一致する前記車両の第二制御遷移パターンを算出することと、前
記第一制御遷移パターンに基づいて前記車両の第一加速度を算出することと、前記第二制
御遷移パターンに基づいて前記車両の第二加速度を算出することと、前記第一加速度と前
記第二加速度とを比較し、低い方の加速度を前記車両の加速度とすることと、を実行させ
る。
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